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1．貿　　　　易 5 13 10 4 2 一
34 6．4
2．林　　　　業 1 4 1 一 一
1 7 6．2










5．鉱　出　業 5 3 5 9 4 3 26 10．0
6．加工工業 一 7 6 6 13 4 36 5．1
7．運輸・通信 4 5 2 1 一 一
12 8．1









1 2 1 6 3．5
計 15 45 25 31 28 19 163 7．5
（＊1927年は1月～11月まで）
出所：Bfi．　ByTKoBαく磁，　XHocrrpallHble　Ko照ecc照BHapoAH◎M　xo3AikerBe
　　　CCCP，　erp．43
ある。この表から明らかなように、鉱山利権は件数において、加工工業、貿易部門についで3番
目、提案件数に対する締結件数比では、技術援助、建設部門についで、隅じく3位を占めている。
とくに本協定が締結された1925年は、鉱山業利権協定が最も多く実現した年である。
　第2の特鐡は、これら鉱霞事業の開発・発展のために、外国の資本（資金）と最新の技徳を導
入し、それにより国民経済の復興・発展を企図した点である。これは、利権事業に共通した課題
であった。レーナ側に課せられた義務条項雷頭部分（§37、§38）で、鉱業、冶金、その他の事
業を最良の科学技術を駕いて実行し、そのための投資として、協定締結後7年間に220◎万金ルー
プiL］と定めている点からも明らかである。また個別地区毎に生産プmグラムを明示し、その遂行
をレーナ側に義務づけており（§38～§45）、支出に関しても、レーナの各利権地区毎に詳しく定
め、tr・一ナの義務事項としている（§47、§48）。
　第3の特徴は、当該利権事業が、鉱山業の開発・発展の面においてだけでなく、国民経済全体
に、財政面でも組みこまれていることである。協定のなかでレーナに義務づけられている、ソヴェー
ト国家への分担控除がそれを示している（§5◎～§60）。すなわち各利権地区細こ、生産高のう
ちの一定額を国家へ義務納入することにより、他の国営企業と同様、国家財政の歳入部分を溝成
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する。’同eeに、利権企業の労働者・勤務員に対する社会保障（医療、保険、厚生等）に関しては、
ソ連邦諸法規により、その保障が確保されている。ここでは、社会的消費フォンドの配分を受取
ることになる。レーナは利権事業としての一定の特典を与えられてはいるが、基本的には、他の
国営企業と同様、各種の税負担も負っている。
　第4の特徽は、当該利権契約に一定の期限を設け、期限満了後、企業全体が国家へ無償で引渡
されること、また、条件つきではあるが期限前に、国家による買戻しの権利を政府側に与えてい
る点である（§84、§85、§86）。これは、利権事業で開発・発展した産業部門を、自国（ソ連
邦）の周種産業部門の開発・発展の基礎にせんとの志向の裏撫である。利権事業は、あくまでも
ソヴェート国家の統鰯下におかれての経済活動であり、その限りにおいて国家資本主義範瞬に入
るものである。
　第5の特徽は、利権事業が国家資本主義の制約をもちながら、利権企業には、一定の民主主義
的保障が与えられている。レーナの企業資産は、どのようなものであれ、国有化、没収、差押え
等をうけることはないし、何人によって（国家・地方機関、団体、個人によって）も強制叡用さ
れることはない。外国との取引きを含む商業活動の自窃も保障されている。ソ連邦の外国貿易が
国家独占のなかで、これは特徴的である。また、仲裁裁判翻度を設けて、係争問題の解決と諸権
利の確保が保障されている。協定、条項の一方的破棄・変更も当然認めていない。
　第6の特撒は、広い意味では産業の開発・発展と関係するが、利権事業をすすめる過程で、国
内の人的資源の強化を重視している点である。労働者雇屠に関する条項（§70～§74）では、末
熟練、熱練労働者に占めるソ連邦労働者の比率を確保し、その増大を計らんとする志向がうかが
える。後進的国家の社会主義建設の施策の一端をあらわしている。
　さいごに、利権事業にとっての、いくつかの特典、利便がレーナ側に供与されている。利権企
業活動が必要とする、用地、施設、運輸、交通手段、厚生施設、その他の提供等は、利権事業提
案のソ連邦政厨にとってのセールス・ポイソトといえよう。
　以上みてきたとおり、ソヴェート政府とレーナの鉱由利権協定は、ff’利権の経済的・法律tw－一
般条件』にみられる利権諸原劉の具体的発現であった。
　レーナの利権事業そのものの推移については、別途論じられなければならない。
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